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妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る

　　　保健・医療・福祉の連携体制の整備について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭に係る保健医療の連携

体制につきましては、平成20年4月25日付日医発第107号（地皿41）をもって、貴

会宛お送り申し上げました。

　今般、関係機関、関係団体等の連携体制を整備することが重要であることから、厚

生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長及び母子保健課長の連名により、各都道府県

等児童福祉・母子保健主管部（局）長宛に通知がなされ、本会に対しても周知、協力

方依頼がありました。

　児童虐待による死亡事例は、生後問もない子どもをはじめとした乳児期の子どもが

多く占めており、その背景には、母親が妊娠期から一人で悩みを抱えていたり、産前

産後の心身の不調や家庭環境の問題があるものと考えられております。妊娠期からの

養育支援を特に必要とする家庭の把握と継続的な支援を行うことが重要であることか

ら、医療機関は養護支援を特に必要とする家庭を早期に把握し、市町村への情報提供

を行うとともに、相互の連携体制を構築することが求められております。

　つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただき、貴会管下郡市

区医師会及び医療機関等に対しましても、周知、協力方よろしくご高配のほどお願い

申し上げます。

　なお、医療機関が市町村に対して情報提供を行う場合、診療情報提供料として診療

報酬上の算定ができることとなっておりますので、別添1～3を参考にしていただき

ますようお願い申し上げます。
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　妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする

家庭に係る保健・医療・福祉の連携体制の整備について

　児童虐待防止対策の推進については、平素より格別のご高配をいただき厚く

御礼申し、ヒげます。

　今般、妊娠・出産・育児期において、養育支援を特に必要とする家庭を早期

に把握し、速やかに支援を開始するために地域の保健・医療・福祉の連携体制

の整備を進めるため、別添のとおり各都道府県等の児童福祉・母子保健主管部

（局）長あて通知いたしました。

　つきましては、貴団体内の会員の皆様にも周知いただき、連携体制の構築に

ご協力いただきますようお願いいたします。
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家庭に係る保健・医療・福祉の連携体制の整備について 

 

 

 児童虐待防止対策の推進については、平素より格別のご高配をいただき厚く御礼申

し上げる。 

 さて、厚生労働省の社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する

専門委員会において把握及び分析した児童虐待による死亡事例については、生後間も

ない子どもをはじめとした乳児期の子どもが多くを占めており、その背景には、母親

が妊娠期から一人で悩みを抱えていたり、産前産後の心身の不調や家庭環境の問題が

あるものと考えられる。 

 このため、妊娠・出産・育児期において、養育支援を特に必要とする家庭を早期に

把握し、速やかに支援を開始するために保健・医療・福祉の連携体制を整備すること

が重要である。今般、上記のような状況に鑑み、その留意事項などをまとめたので、

本通知を踏まえつつ、妊娠期からの養育支援を特に必要とする家庭の把握と継続的な

支援のための連携体制の整備をお願いするとともに、都道府県におかれては、本通知

について管内の市町村や医療機関等の関係機関に周知を図られたい。 

 また、医療機関との連携体制の整備は、管内の医療機関等の協力を得る必要がある

ことから、日本医師会、日本産婦人科医会等の関係団体に別途協力を依頼している。 

 なお、本通知の施行に伴い、「妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家

庭に係る保健医療の連携体制について」（平成 20 年３月 31 日雇児総発第 0331003 号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）は廃止する。  

本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言である。 

 



 

記 

 

１ 目的 

 妊娠・出産・育児期において、産前産後の心身の不調や家庭環境の問題等の悩みを

抱える母親などの養育支援を特に必要とする家庭をできるだけ早期に把握し、各関係

機関が連携し養育支援を行うことにより、家庭の養育力の向上を図り、もって児童虐

待の予防に資することを目的とする。 

 

２ 対象家庭 

 保健・医療・福祉の各関係機関で情報共有や連携した養育支援の対象となる家庭

は、医療機関や市町村等において、出産前からも含め早期に養育支援を行うことが特

に必要であると判断した家庭を対象とする。 

 

３ 各関係機関の役割 

１） 市町村の役割 

① 妊娠の届出の受理及び母子健康手帳の交付時は、相談支援のきっかけとなるこ

とから、窓口で保健師や助産師等が別表に示す項目を参考に対応することによ

り、妊婦の身体的・精神的・経済的状態などの把握に努める。 

② 支援の必要があると判断される場合には、妊産婦訪問指導や養育支援訪問事業

による訪問等により経過観察を行う。また、経済的問題や里親制度に関する相談

については、適切な窓口等を紹介する。 

③ ①、②により、特に支援が必要であると判断される場合には、子どもを守る地

域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会。以下「地域ネットワーク」という。）

に情報提供を行い、支援方針について協議する。地域ネットワークにおいては、

個別ケース検討会議を行い、養育に関する問題を明らかにするとともに関係機関

が連携して当該家庭に必要な支援を行う。 

④ ①～③の過程において、支援対象家庭の状態に応じて、出産後の一時保護など

の対応について、児童相談所と協議を行う。 

⑤ なお、地域ネットワークは、産科や小児科等の医療機関に加わってもらうなど

妊娠・出産・育児期における支援について連続性をもって検討できる体制とする。

また、妊産婦等が、産科と精神科等の複数の医療機関を受診している場合などに

は、関係機関間での情報共有・連携ができるよう調整する。 

⑥ 医療機関から市町村に養育支援が必要な家庭の情報提供があった場合、当該家

庭が地域ネットワークの対象ケースの該当の有無を確認し、必要な情報収集を行

い次の対応を行う。 

ア）地域ネットワークの対象ケースである場合、必要に応じ、地域ネットワークに

おいて、医療機関を含めた関係機関との情報共有及び支援内容の協議を行い、支

援内容の見直しを行う。支援を行っていない場合、妊産婦や新生児の訪問指導、

養育支援訪問事業等により早急に対応する。 

イ）対象ケースに該当していない場合は、妊産婦や新生児の訪問指導等の実施によ



 

り状況を把握し、特に支援が必要と見込まれる場合には、ア）と同様に、医療機

関を含めた関係機関との情報共有及び支援内容の協議を行い、必要な支援を実施

する。 

⑦ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、養育支援訪問事業等の実

施に当たって、医療機関への事業の委託が適当と判断される場合には、これらの

事業の実施を委託しても差し支えない。ただし、市町村は、事業委託先に対して

必要な情報提供を行うとともに、事業委託先からの報告を受けて、地域ネットワ

ークを活用しつつ、当該家庭に必要な支援を総合的に検討する。この養育支援訪

問事業の実施については、「養育支援訪問事業ガイドライン」（平成 21 年３月

16 日付雇児発第 0316002 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を参考とす

ること。 

 

２） 医療機関の役割 

① 産科、新生児科、小児科をはじめとする医療機関が、別表に示す項目に該当す

る妊産婦又は子どもがいる家庭のうち、早期に養育支援を行うことが特に必要で

あると判断した場合は、必要な支援につなげるために、患者が居住する市町村に

情報提供を行う。妊婦健康診査を受診しておらず、分娩時が初診の産婦について

は、特に留意が必要である。 

② 情報提供の際、対象となる者に対して当該情報提供の概要を説明するととも

に、居住している市町村による支援を受けることが、当該対象者の身体的・精神

的負担を軽減し、養育の支援となりうることを説明し、同意を得ること。 

なお、情報提供については、別添１「養育支援を必要とする家庭に関する医療

機関から市町村に対する情報提供について」（平成 16 年３月 10 日付雇児総発第

0310001 号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）に基づく情報提供を

行った医療機関は診療情報提供料として診療報酬上の算定ができる。この算定に

係る「診療報酬の算定方法の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成 22

年３月５日保医発 0305 第１号厚生労働省保険局医療課長・歯科医療管理官通知）

の関連する事項は、別添２、３のとおりである。 

③ 医療機関は市町村への情報提供後、市町村と情報を共有するとともに、連携し

て妊産婦や子どもに対する医療の提供を行う。この時、市町村との連絡等の窓口

となる部署や担当者を事前に決めておくことが望ましい。 

④ ①の情報提供の同意が得られない場合であっても、対象となる者に対して、居

住する地域の母子保健サービスや相談窓口等について必要な情報提供を行うな

どの対応をする。 

ただし、医療機関は、地域ネットワークから資料又は情報の提供の求めがあっ

た場合、情報提供対象者の同意がなくとも必要な情報を提供することは可能であ

る。なお、医療機関自ら地域ネットワークに参画している場合は、地域ネットワ

ークの構成機関として、支援が必要な妊産婦や子どもがいる家庭等に関する情報

の交換を行うとともに、支援の内容についての協議を行うことができる。 

⑤ 産科以外の診療科に別表に該当する妊婦が受診した場合には、産科と連携して



 

医療の提供を行う。 

⑥ 望まない妊娠は児童虐待のリスクであり、また人工妊娠中絶を経験した女性の

約 1/3 は人工妊娠中絶を複数回受けており※、望まない妊娠を繰り返していると

考えられる。そのため、産科医療機関においては、人工妊娠中絶を受けた女性に

対して、特に留意して、適切な避妊指導等を行うことが望ましい。 

⑦ また、別表に示す項目に該当しない家庭についても産科医療機関では平素より、

子育て中のストレスへの対処、乳幼児揺さぶられ症候群の予防、産後うつ等につ

いて、保健指導等を行うことが望ましい。 

⑧ 児童虐待を受けたと思われる子どもを把握した場合、児童虐待防止法（平成 12

年法律第 82 号）に基づき、市町村の虐待対応窓口、都道府県の設置する福祉事

務所又は児童相談所に通告を行う。 

 

※ 平成 22 年度厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事

業）「望まない妊娠防止対策に関する総合的研究」（主任研究者：竹田省順天堂大

学医学部産科婦人科学講座教授） 

 

３） 都道府県の役割 

① 都道府県は、地域における妊娠・出産・育児期の保健・医療・福祉の連携体制

について状況を把握するとともに、管内の各関係機関に対して実施に当たっての

調整を行い、連携体制の整備を推進する。  

② 地域連携の好事例を把握して他の地域や医療機関に周知するなどして、管内の

各関係機関の養育支援を特に必要とする家庭への対応の水準の向上に努める。  

③ 連携体制の整備の推進に当たり、母子保健医療対策等総合支援事業の「子ども

の心の診療ネットワーク事業」（平成 23 年３月 29 日雇児発第 0329 第 12 号厚生

労働省雇用均等・児童家庭局長通知）を活用し、都道府県の拠点病院を中心とし

て連携体制の整備を進めることも可能である。 

 

４ その他 

 本通知に基づく体制整備に当たっては、地方自治体の担当部署（母子保健、児童福

祉）、関係機関、関係団体等により連携体制を十分検討することが必要である。なお、

この仕組みの立ち上げや立ち上げ後の周知のための経費については、「安心こども基

金」の「児童虐待防止対策の強化」として支出して差し支えないことを、念のため、

申し添える。 



別表 情報提供の対象となりうる例 

（社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会検証事例等から抽出） 

保護者の状況 子どもの状況 

・ 分娩時が初診 

・ 精神疾患がある（産後うつを含む） 

・ 知的障害がある 

・ 虐待歴・被虐待歴がある 

・ アルコールまたは薬物依存が現在または過去にある 

・ 長期入院による子どもとの分離 

・ 妊娠・中絶を繰り返している 

・ 望まない妊娠（産みたくない、産みたいけれど育てる自信がない

等） 

・ 初回健診時期が妊娠中期以降 

・ 多子かつ経済的困窮 

・ 妊娠・出産・育児に関する経済的不安（夫婦ともに不安定な就

労、無職等） 

・ 若年（10代）妊娠 

・ 多胎 

・ 一人親・未婚・連れ子がある再婚 

・ 産後、出産が原因の身体的不調が続いている 

・ 子どもを抱かない等子どもの世話を拒否する 

・ 子どもをかわいいと思えないなどの言動がある 

・ 夫や祖父母等家族や身近の支援がない 

・ 医療を必要とする状況ではないが子どもを頻繁に受診させる 

・ 育児知識・育児態度あるいは姿勢に極端な偏りがある 

・ 衣服等が不衛生 

・ ＤＶを受けている 

・ 過去に心中の未遂がある 

・ 胎児に疾病、障害がある 

・ 先天性疾患 

・ 出生後間もない長期入院による母子分離 

・ 行動障害（注意集中困難、多動、不適応、攻撃性、自傷行為等） 

・ 情緒障害（不安、無関心、分離、反抗など） 

・ 保護者が安全確保を怠ったことによる事故（転倒・転落・溺水・熱

傷等） 

・ アレルギーや他の皮膚疾患はないが難治性のおむつかぶれが

ある場合 

・ 多胎 

・ 低出生体重児 

・ 身体発育の遅れ（低体重、低身長） 

・ 運動発達・言語発達・認知発達の遅れ 

・ 健診未受診、予防接種未接種 

・ 衣服等が不衛生 

・ 糖質の過剰摂取や栄養の偏りによると思われる複数の齲歯等 

 

 



別添1

各

都道府県

．指定都市

　中核市
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養育支援を必要とする家庭に関する医療機関から市町村に対する情報提供について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ず　子どもの健全育成を図る上で、r養育支援を必要とする家庭jを的確に把握し、適時適切な支
　　　　　　　　　　　う援を行うことは重要な取組であるが、こうした取組は子どもに対する虐待の予防にも資するもので

ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　．

　ζのため、平成16年度予算（案yにおいても育児支援家庭訪問事業を新たに創設する訟ど、養

育支援が必要な家庭に対する支援の充実を図ることで虐待の予防を目指しているがく支援を必

要とする家庭を早期に把握するためには、家庭と接点を有する様々な関係機関からの情報提供

を促していくことが必要である。’　　・’

　中でも医療機関は、出産前後の健診や、子どもや養育者の疾患等による受診を契機として、支

援が必要と思われる家庭と接点を持つことが多いことから、医療機関の積極的な情報提供はf養

育支援を必要とする家庭』の早期把握のために重要である。・

・こうした医療機関から地域の保健福祉を担う市町村等に対する診療情報の提供1については、

従来から診療情報提供料として診療報酬上の評価が行われ、保健福祉サ門ビネを必要とする要

介護高齢者を念頭に置いた情報提供の様式準示されてきたところであるが、以上のような子ども

の養育支援の重要性に鑑み、本年4月から実施される診療報酬改定により、子どもの養育支援を

念頭に置いた情報提供の様式力噺たに別紙様式9・10どして示されることとなった。なお、別添様

式9は患者が18歳以下の子どもの場合に用炉られる様式であり、別紙様式10は患者が母親の場

合に用いられる様式である。（別派参照）

　　　　り　ついては、こうした情報提供が円滑に行われるよう市町村における情報の受理窓口を医療機関

に周知するとともに、この改血に伴い増加が予想される医療機関からの情報を積極的に活帯し、

的確な養育支援が行われるよう各都道府県内の市町村に対し周知願いたい。　　　．

　またこうした傍報を受け、限られた資源の中で効果的な養育支援を行っていくためには市町村

虐待防止ネットワーク等を活用し、養育支援に必要な情報禦約や、関係家援機関の情報共有の

円滑化を図ることで、共通認識にもとづいた支援計画を作成し・明確な役割分担のもと協働支探

を行っていくための体制整備が重要である。
　　　　　　　　　　　　　サ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う

　なお、上記の診療情報の提供遷患者の同意を得て行われるものであるが・同意が得られない、
　　　　　　　　　　　　　　　ヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

場合であってもv疾病等の状況如何によっては、保護者に子どもを監護させることが不適当である

と認められ、児童福祉法第25条の規定による児童相談所又は禰祉事務所に対する通告が必要と，

なる場合もある；とについてぐ併せて医療機関に対し周知願い養いむ　　”　　　＋

　おって本通知については，厚生労働省保険局医療課と協議済みである。



ノ

別添2
（抄）

保医発0305第1号
平成22年3月5日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）

　国民健康保険主管課（部）長

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

．後期高齢者医療主管課（部）長

　　　　　　　　　　　　　●

殿

厚生労働省保険局医療課長

㌔

厚生労働省保険局歯科医療管理官

診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について

　標記については、本日、r診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成22年厚生労働省告示

第69号）等が公布され、平成22年4月1日より適用されることとなったところであるが、実施に

伴う留意事項は、医科診療報酬点数表については別添1、歯科診療報酬点数表については別添2

及び調剤報酬点数表については別海3のとおりであるので、その取扱いに遺漏のないよう貴管下

の保険医療機関及び審査支払機関に対し、周知徹底を図られたい。

　従前のr診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項について」（平成20年3月5日保

医発第0305001号）は、平成22年3月31目限り廃止する。

第2章　特掲診療料

第1部　医学管理等
、

B　O　O9　診療情報提供料（1）

　　（1）　診療情報提供料（1）は、医療機関間の有機的連携の強化及び医療機関から保険薬局

　　　　又は保健・福祉関係機関への診療情報提供機能の評価を目的として設定されたもので

　　　　あり、両者の患者の診療に関する情報を相互に提供することにより、継続的な医療の

　　　　確保、適切な医療を受けられる機会の増大、医療・社会資源の有効利用を図ろうとす



　　るものである。

（2）保険医療機関が、診療に基づき他の機関での診療の必要性等を認め、患者に説明し、

　　その同意を得て当該機関に対して、診療状況を示す文書を添えて患者の紹介を行った

　　場合に算定する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
（3）紹介に当たっては、事前に紹介先の機関と調整の上、下記の紹介先機関ごとに定め

　　る様式又はこれに準じた様式の文書に必要事項を記載し、患者又は紹介先の機関に交

　　付する。また、交付した文書の写しを診療録に添付するとともに、診療情報の提供先

　　からの当該患者に係う問い合わせに対しては、懇切丁寧に対応するものとする。

　　ア　イ及びウ以外の場合　　　　　　　　　別紙様式11

　　イ　市町村又は指定居宅介護支援事業者等　　別紙様式12から別紙様式12の4

　　ウ　介護老人保健施設　　　　　　　　　　　別紙様式13

（4）　当該情報を提供する保険医療機関と特別の関係にある機関に情報提供が行われた場

　　合や、市町村等が開設主体である保険医療機関が当該市町村等に対して情報提供を行

　　つた場合は算定できない。

（5）　A保険医療機関には、検査又は画像診断の設備がないため、B保険医療機関く特別

　　の関係にあるものを除く。）に対して、診療状況を示す文書を添えてその実施を依頼し

　　た場合には、診療情報提供料（1）は算定できる。

（6）　（5）の場合において、B保険医療機関が単に検査又は画像診断の設備の提供にとど

　　まる場合には、B保険医療機関においては、診療情報提供料（1）、初診料、検査料、

　　画像診断料等は算定できない。なお、この場合、検査料ζ画像診断料等を算定するA

　　保険医療機関とめ間で合議の上、費用の精算を行うものとする。

（7）　（5）の場合において、B保険医療機関が、検査又は画像診断の判読も含めて依頼を

　　受け、その結果をA保険医療機関に文書により回答した場合には、診療情報提供料（1）

　　を算定できる。なお、この場合に、B保険医療機関においては、初診料、検査料、画

　　像診断料等を算定でき、A保険医療機関においては検査料、画像診断料等は算定でき

　　ない。．

（8）　提供される情報の内容が、患者に対して交付された診断書等であって、当該患者よ

　　り自費を徴収している場合、意見書等であって、意見書の交付について診療報酬又は

　　公費で既に相応の評価が行われている場合には、診療情報提供料（1）は算定できない。

．（9）　下記のア、イの場合については、患者1人につき月1回に限り、所定点数を算定す

　　る。また、いずれの場合も診療情報の提供に当たって交付した文書の写しを診療録に

　　添付する。

　　ア　区分番号rc　O　O1」在宅患者訪問診療料を算定すべき訪問診療を行っている保●

　　　険医療機関が、患者の同意を得て、診療の目から2週間以内に、当該患者に対して

　　　継続して区分番号rC　O　O5J在宅患者訪問看護・指導料又は区分番号rC　O　O5

　　　－1－2j同一建物居住者訪問看護・指導料を算定すべき看護若しくは指導又は区

　　　分番号rC　O　O6」在宅患者訪問リハビリテ｝ション指導管理料を算定すべき指導・

　　　管理を行ρている別の保険医療機関に対して・診療目・診療内容・患者の痔状・日

　　　常生活動作能力等の診療情報を示す文書を添えて、当該患者に係る療養上必要な情

　　　報を提供した場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’



　　イ　区分番号rC　O　O5」在宅患者訪問看護・指導料又は区分番号rC　O　O5－1－

　　　2」同一建物居住者訪問看護・指導料を算定すべき看護若しくは指導又は区分番号

　　　rC　O　O6」在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料を算定すべき指導管理を

　　　行っている保険医療機関が、患者の同意を得て、診療の日から2週間以内に、別の

　　　保険医療機関に対して、病歴、診療内容、患者の病状等の診療状況を示す文書を添

　　　えて、当該患者に係る療養上必要な情報を提供した場合

（10）診療情報の提供に当たり、レントゲンフィルム等をコピーした場合には、当該レン

　　トゲンフィルム等及びコピーに係る費用は当該情報提供料に含まれ、別に算定できな

　　い。

　　　　　　　　レ
（11）　r注2」に掲げるr市町村」又はr指定居宅介護支援事業者等』に対する診療情報

　　提供は、入院患者については、退院時に患者の同意を得て退院の日から2週間以内に

　　診療情報の提供を行った場合にのみ算定する。この場合においては、家庭に復帰する

　　患者が対象であり、別の保険医療機関、社会福祉施設、介護老人保健施設等に入院若

　　しくは入所する患者又は死亡退院した患者についてその診療情報を市町村又は指定居

　　宅介護支援事業者等に提供しても、診療情報提供料（1）の算定対象とはならない。

（12）　r注2」に掲げるr市町村又は介護保険法第46条第1項の規定により都道府県知事

　　が指定する指定居宅介護支援事業者等jとは、当該患者の居住地を管轄する市町村（特

　　別区を含む。以下同じ。）、保健所若しくは精神保健福祉センター又は指定居宅介護支
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　援事業者若しくは地域包括支援センターをいう。また、r保健福祉サービスに必要な情

　　報」とは、当該患者に係る健康教育、健康相談、機能訓練、訪問指導等の保健サービ．

　　ス又はホームヘ！レプサービス、ホームケア促進事業、ショートステイ、デイサービス、

　　日常生活用具の給付等の介護保険の居宅サービス若しくは福祉サービスを有効かつ適

　　切に実施するために必要な診療並びに家庭の状況に関する情報をいう。

（13）　r注3」については、在宅での療養を行っている疾病、負傷のため通院困難な患者

’　（以下r在宅患者」という。）に対して、適切な在宅医療を確保するため、当該患者の

　　選択する保険薬局の保険薬剤師が、訪問薬剤管理指導を行う場合であって、当該患者

　　又はその看護等に当たる者の同意を得た上で、当該保険薬局に対して処方せん又はそ

　　の写しに添付して、当該患者の訪問薬剤管理指導に必要な診療情報を提供した場合に

　　算定する。この場合において、交付した文書の他、処方せんの写しを診療録に添付す

　　る。

　　なお、処方せんによる訪問薬剤管理指導の依頼のみの場合は診療情報提供料（1）は算

　　定できない。

（14）　r注4」については、精神障害者である患者であって、次に掲げる施設に入所して

　　いる患者又は介護老人保健施設（当該保険医療機関と同一の敷地内にある介護老人保

　　健施設その他これに準ずる介護老人保健施設を除く。r注51において同じ。）に入所

　　している患者の診療を行っている保険医療機関が、診療の結果に基づき、患者の同意

　　を得て、当該患者が入所しているこれらの施設に対して文書で診療情報を提供した場

　　合に算定する。

　　ア　グループホーム及びケアホーム（障害者自立支援法第5条第10項に規定する共同

　　　生活介護を行う事業所及び同条第16項に規定する共同生活援助を行う事業所をい

、



（15）

（16）

（17）

（18）

（19〉

（20）

（21）

　う。）

　い、日中活動として同条第6項に規定する生活介護を行うものを除くる）

　規定する自立訓練（生活訓練）を行う事業所

　　障害者自立支援法第5条第14項に規定する就労移行支援を行う事業所

　　障害者自立支援法第5条第15項に規定する就労継続支援を行う事業所

　　障害者自立支援法第5条第22項に規定する福祉ホーム

　　障害者自立支援法附則第48条の規定によりなお従前の例により運営することがで

　きることとされた精神保健福祉法第50条の2第1項に規定する精神障害者社会復帰

　施設

　f注6」に掲げるr認知症疾患医療センター等」とは、認知症の症状にある患者の

イ　障害者支援施設（障害者自立支援法第5条第12項に規定する障害者支援施設をい

ウ　障害者自立支援法施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）第6条の7第2項に

エ

オ

カ

キ

鑑別診断、治療方針の選定等を行うものとして、都道府県知事が指定した保険医療機

関等をいうものであり、その取扱いについては、r認知症疾患医療センター運営事業実

施要綱について」（平成20年3月31日付障発第0331009号）等を参考とし、都道府県精

神保健主管課（部）と連絡を密にするものであること。

　r注7」に掲げる退院患者の紹介に当たっては、心電図、脳波、画像診断の所見等

診療上必要な検査結果、画像情報等及び退院後の治療計画等を添付すること。また、

添付した写し又はその内容を診療録に貼付又は記載すること。なお、算定対象が介護

老人保健施設である場合は、当該加算を算定した患者にあっては、その後6か月間、
　　　　　　　　　　　　し
当該加算は算定できない。

　「注8」の加算は、区分番号「B　Oρ5・一4」ハイリスク妊産婦共同管理料（1）が

算定されない場合であっても算定できる。

　r注9」に掲げるr専門医療機関」とは、鑑別診断、専門医療相談、合併症対応、

医療情報提供等を行うとともに、かかりつけの医師や介護サービス等との調整を行う
　　　　　　　ず
保険医療機関であること。
　　1
　r注10」に規定する認知症専門医療機関連携加算は、区分番号rB　O　O5－7」に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ掲げる認知症専門診断管理料を算定する専門医療機関において既に認知症と診断され

た患者が、症状の増悪や療養方針の再検討を要する状態となった場合に、当該専門医

療機関に対して、診療状況を示す文書を添えて当該患者の紹介を行った場合に算定す，

る。

　r注11」に規定する精神科医連携加算については、身体症状を訴えて精神科以外の

診療科を受診した患者について、当該精神科以外の診療科の医師が、その原因となり

うる身体疾患を除外診断した後に、うつ病等の精神疾患を疑い、精神医療の必要性を

認め、患者に十分な説明を行い、同意を得て、精神科を標榜する別の保険医療機関の

精神科に当該患者が受診する日（紹介したβより1月間以内とし、当該受診目を診療

録に記載すること。）について予約を行った上で、患者の紹介を行った場合に算定する。

　r注12」に規定する肝炎インターフェロン治療連携加算は、区分番号rB　O　O5－

8」に掲げる肝炎インターフェロン治療計画料を算定する専門医療機関において作成

された治療計画に基づいて行った診療の状況を示す文書を添えて、当該専門医療機関



に対して当該患者の紹介を行った場合に算定する。
■

、



（別紙様式12の2）

情報提供先市町村

　’　　　　　　　　　平成　　年　月　日
市町村長殿
紹介元医療機関の所在地及び名称

電話番号
医師名 印

患児の氏名 男・女　　平成　　年　　月　　日生

傷病名

（疑いを含む） その他の傷病名

　病状
@既往症
｡療状況等

ヵ黷ﾌ氏名
父：　　　　　　　　　（　　）歳
@　　　　　　職業（　　　　　　）

母：　　　　　　　　　　　（　　）歳
@　　　　　　　　　職業（　　　　　　）

住所
電話番号　　　　　　　　（自宅・実家・その他）

退院先の

@住所 様方　電話番号　　　　　　　　（自宅・実家・その他）

入退院日 入院目：・平成　　年　　月　　日 退院（予定）目　：平成　　年　　月　　目

出生時の

@状況

出生場所：当院・他院

@　　　　　　　　（
ﾝ　　胎：（　　　　）週　単胎・多胎　（　）子中（　）子

ﾌ重：（　　　　9）身長：（　喧　　cm）
o生時の特記事項・：無・有（　　　　　　　　　　　）
D娠中の異常の有無：無・有（　　　　　　　　　　）
D婦健診の受診有無：無・有（　回：　　　　　　）

）1

i家族構成

邇凾ﾖの支援者：無・有（　）

※以下の項目は、該当するものにO、その他には具体的に記入してください

発育・発達 ・発育不良・発達のおくれ・その他（ ）

・表情が乏しい・極端におびえる・大人の顔色をうかがう・多動・乱暴

児の状況 情緒 ・身体接触を極端にいやがる・多動・誰とでもぺたぺたする

・その他（ 〉

日常的世話の状況 ・健診、予防接種未受診・不潔・その他（　　　　　　　　　）

・疾患（　　　　　　　　　　）・障害（　　　　　　　　　　〉
養育者の

@状況
健康状態等

・出産後の状況（マタニテイ・ブルーズ、産後うつ等）・その他（　　　）

こどもへの思い・態度 ・拒否的・無関心・過干渉・権威的；その他（　　　　　　　）

家族関係 卜面会が極端に少ない・その他（ ）

養育環境 同胞の状況 ・同胞に疾患（　　　　　　　）・同胞に障害（　　　　　　　）

養育者との分離歴 ・出産後の長期入院・施設入所等・その他（　　　　　　　　　）

情報提供の
ﾚ的とその

@理由

＊備考 1．必要がある場合は続紙に記載して添付すること。
2．本様式は、患者が18歳以下である場合について用いること。



・（別紙様式12の3）

情報提供先市町村
　　　　　　　　　　　平成　　年　月　日
市町村長殿
紹介元医療機関の所在地及び名称

電話番号
医師名 印　’

患者の氏名

　　　　　昭和・平成　　年　　月　　日生

j・女　　　　　　　　　（　　　）歳
@　　　　職業（　　　　　　　　　　）

傷病名

（疑いを含む）

　　　　　　●

ｻの他の傷病名

　病状
@既往症
｡療状況等

児の氏名
男・女　　平成　　　年　　月　　　目生まれ

住所
電話番号　　　　　　　　（自宅・実家・その他）

退院先の

@住所 榛方　電話番号　　　1　　　（自宅・実家・その他）

入退院日 入院目　：平成　　年　　月　　日 退院（予定）目：平成　　年　　月　　日

今回の
o産時の
@状況

出産場所：当院・他院
@　　　　　　　　・（　　　　　　　　　　　　　　　　）

ﾝ　　胎：（　　　　）週　単胎・多胎　（　）子中（　）子

ﾌ重：（　　　　g）身長．：（　　　　cm）

o産時の特記事項：無・有（　　　　　　　　　　）
D娠中の異常の有無：無・有（’　　　　　　　　　　）

D婦健診の受診有無：無・有（　回：　　　　　　）

家族構成

邇凾ﾖの支援者：無・有（　）

※以下の項目は、該当するものに○、その他には具体的に記入してください

発育・発達 ・発育不良・発達のおくれ・その他（ ）
児の状況

日常的世話の状況 ・健診、予防接種未受診・不潔・その他（　　　　　　　　　　）

家族関係 ・面会が極端に少ない・その他（ ）

養育環境 他の児の状況 ・疾患（ ）・障害（　　　　　　　　　）
こどもとの分離歴 ・出産後の長期入院・施設入所等・その他（　　　　　　　　　）

情報提供の
ﾚ的とその

@理由

　　　　　　　亀　　　　　　　　　　●

＊備考 1．必要がある場合は続紙に記載して添付すること。
2．本様式は、患者が現に子供の養育に関わっている者である場合について用いること。
3．出産時の状況及び児の状況については、今回出産をした児のことについて記入すること。



別添3

疑義解釈資料の送付について（抜粋）

（平成16年7月7日：厚生労働省保険局医療課事務連絡）

【診療情報提供料】

も

問17保険医療機関が、児童福祉法第25条又は児童虐待防止法第6条に基づき

通告を行う場合（※）、診療情報提供料は算定できるか。一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　き
　（※）児童虐待防止法においては、r児童虐待を受けたと思われる児童」を発見した者は通告

　　を行うこととされている。

答児童福祉法第25条又は児童虐待防止法第6条に基づく通告は、医療機関のみ

ならず広く国民に課せられた義務であり、診療情報提供料は算定できない。

問18患者の同意が得られないが、市町村への情報提供の必要があると保険医療

機関が判断し、市町村へ情報提供した場合、本点数は算定できるか。

答患者の同意は診療情報提供料の算定要件であり、算定できない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ザ
問1918歳以下の子どもが患者である場合、子どもの同意があれば、現に子どもの

養育に当たっている者の同意がなくても本点数は算定できるか。

答養育支援は現に子どもの養育に当たっている者に対して行われるものであり、現

に子どもの養育に当たっている者の同意がない場合は、本点数は算定できない。

問20市町村から保険医療機関が委託を受けて実施した健康診査等の際に、保険

医療機関が子どもの養育支援が必要な状態であると判断し、市町村に情報提供を

行った場合、診療情報提供料は算定できるか。

答市町村から委託を受けて実施した健康診査等に伴う情報提供であることから算

定できない。

問21別紙様式10は患者がr現に子どもの養育に関わっている場合」に用いること

となっているが、実母、実父以外でも算定できるのか。

答患者が保護者又は現に子どもの養育に関わっている同居人であって、養育支援

を必要としていれば、実母、実父に限らず算定できる。
一
）



問22別紙様式9又は別紙様式10は、具体的にはどんなケースが算定対象となる

と想定しているのか。

答患者が子どもである場合には、別紙様式9により情報提供を行うこととなるが、例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　つえば患者が未熟児である、あるいは発達の遅れが見られるなどの場合であって、育

児や栄養に関する指導、あるいは家事等の援助などの養育支援が特に必要と考えら

れる場合が想定される。また患者が養育者である場合には、別紙様式⑩により情報

提供を行うこξとなるが・養育者が母親である場合には・例えばマタニティーブルーズ

や産後うつ等の精神疾患であり、育児に関する相談・指導等の養育支援が特に必要

と考えられる場合が想定される。

　患者が父親など母親以外の者である場合には、その者が統合失調症等の精神疾

患やアルコー・ル依存症等の疾患や疲れやすい慢性の病気を有している場合や、育

児そのもの又はそれに加え経済的な問題や家庭不和などのストレスあるいはこれに

起因する慢性的なだるさなどにより受診しており、育児指導、あるいは家事援助等の

着育支援が特に必要と考えられる場合が想定される。

問23養育支援とは何か。

答清潔の保持、栄養摂取、生活環境整備など育児や栄養に関する相談・指導、子

どもの身体的及び情緒的発達に関する相談・指導あるいは育児負担を軽減するため

の家事援助、地域の子育て支援サービスの利用に関する助言・斡旋などが考えられ

る。

問24各市町村がどのような養育支援のメごユーを持っているかについてどこに確

認すればよいか。　　　　　　　　、

答この様式による情報提供が円滑に行われるよう、厚生労働省雇用均等・児童家

庭局から各都道府県等の児童福祉主管部局及び母子保健主管部局に対し、市町村

における情報の受理窓ロを医療機関に周知するよう通知したところである。

（通知名）r養育支援を必要とする家庭に関する医療機関から市町村に対する情報

提供について」（平成16年3月10日雇児総発第0310001号）

※文中別紙様式9及び10は、r診療報酬の算定方法の制定等に伴う実施上の留意事項につ
いて」（平成20年3月5日保医発第0305001号）において、それぞれ、別紙様式12の2
及び12の3に変更された。




